
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

８４５０４

基盤研究(B)（一般）

2015～2013

大規模災害時における復旧・復興支援ガバナンスの比較研究

Comparative Studies of governance of reconstruction/recovery on large-scale 
disasters

９００２６２６１研究者番号：

室崎　益輝（Murosaki, Yoshiteru）

公益財団法人ひょうご震災記念２１世紀研究機構・その他部局等・その他

研究期間：

２５２８５０４７

平成 年 月 日現在２８   ６ ２８

円    13,600,000

研究成果の概要（和文）：本研究は，大規模災害時における復旧復興ガバナンスとしてのペアリング支援の可能性につ
いて，東日本大震災時に関西広域連合が行ったカウンターパート方式を事例に，姉妹都市提携など別の支援枠組みとの
比較および国際比較を行うことで明らかにした．ペアリング支援とは，被災地自治体を一対一で応援自治体が支援する
方式である．
知見としてはまず，カウンターパート方式による関西広域連合の支援は，被災自治体ごとに固有の条件を考慮したきめ
細かで長期的な支援体制を可能にした，ただし一方で，諸外国と比較すると支援に関する国からの関与が弱く，今後は
緊急時における権限の在り方について再検討が必要であることも明らかとなった．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to clarify the effective governance of 
reconstruction/recovery over large-scale disaster by focusing on Kansai Regional Union’s approach to the 
Great East Japan Earthquake.In this study, we consider the points as follows: (1) understanding the 
difference between paring system and other support system, (2) cross-national research on the system in 
Japan, the U.S. and Taiwan.
From this analysis, we find the paring system carried out by Kansai Regional Union enable the specific 
and continual support for disaster-affected area. Moreover, centralized support of Japanese government is 
weaker than the support of American and Taiwanese government.

研究分野：災害研究

キーワード： 行政学　防災対策　復旧・復興支援　ペアリング方式　関西広域連合
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１．研究開始当初の背景 
 大地震など，大規模な自然災害が発生した
際には復旧・復興政策を迅速に実施すること
が求められる．日本では，阪神・淡路大震災，
東日本大震災，そのほかに台風や洪水などの
多くの自然災害を経験しており，行政が復
旧・復興の経験を積んできたことは確かであ
る．東日本大震災における復旧・復興過程を
考えてみても，国や都道府県，市町村，地方
六団体や関西広域連合など多くの行政主体
が関与している．また支援の方式の面も多岐
にわたる．警察や消防といった分野では統合
的な組織による初期復旧が行われた一方，関
西広域連合によるカウンターパート方式で
は自治体自身による調整の下で人的・物的支
援が行われた．さらに個別の自治体間の応援
協定や姉妹都市協定などに基づき人的・物的 
支援が行われたことも注目される． 
 こうした過去の経験を生かし将来的な大
災害に備えていくための方策として，行政と
して，どのような制度や組織が，復旧・復興
もしくは防災政策を担うにふさわしいのか
を考察する．  
 
２．研究の目的 
 東日本大震災のように大規模な地震，ある
いは津波の被害が発生した場合，被災自治体
は通常の形で危機管理を行うことができな
い．ゆえにそこでは，他の自治体による「機
能補完」という視点が，きわめて重要になる．
そして，関西広域連合の災害時支援，具体的
にはカウンターパート方式は，そのような次
世代の支援方式として，多くの実務家や研究
者の注目を集めている．そこで本研究では，
以下の３点について明らかにすることを目
的とした． 
 第 1 に，現状の防災行政の制度と組織が，
災害時の支援の担い手と受け手としてどの
ような問題点を抱え，改善点を有しているの
かを検討する． 
 第 2に，複数の復旧・復興支援の方式の比
較検討を通じて，カウンターパート方式に固
有の有効性や課題点を抽出する． 
 第 3に，日本とは異なる制度・組織を有す
る他国の防災行政との間で，いかなる違いが
生じうるのかについて明らかにする．  
 
３．研究の方法 
 本研究では，国内における支援方式との比
較と，国外での支援方式との比較の 2つの視
点より分析を行う．前者の比較では，支援方
式の違い，あるいは有効性を，国（場合によ
っては地域）という要因を統制することで明
らかにできる．後者は，国の制度が大きく異
なっていると支援方式が同一でもその有効
性には差が生じるのか，といった点を明らか
にすることができる．国内での比較と国際比
較を組み合わせ分析することで，カウンター
パート方式の有用性は，より一層明瞭なもの
として示されることになるだろう．具体的に

は，国内分析班として河田・中川・曽我は，
カウンターパート方式を採用する際の法的
基盤と理論的検討を加え，鶴谷・北村は東日
本大震災時において関西広域連合が行なっ
たカウンターパート支援の実態調査を，善
教・永松はカウンターパートを行なった職員
の意識に注目したアンケート調査と分析を
それぞれ担当した．また国際比較班では，待
鳥がアメリカ，梶原・大西は台湾のそれぞれ
の事例探索と課題抽出を行なった．以上の成
果は，幾度かの研究会を通じて国内・国際班
で知見を共有し，また両者の包摂に関して研
究代表者である室崎が指揮することとした． 
3 年間での具体的な方法については，以下に
示すとおりである． 
 
［平成 25 年度］ 
平成 25 年度は，国際比較および国内分析を
並行して進めながら，復旧復興ガバナンスの
分析枠組みを構築するとともに，その実態の
解明をめざした．具体的には，次の４つの研
究を進めた．第一は，国際比較として，アメ
リカの FEMA（連邦緊急事態管理庁）の活動や
災害時支援の対応と，東日本大震災時におけ
る関西広域連合の震災対応の比較検討を行
なった．第二は，日本国内の自治体間協定と
の比較のために，データ収集と分類，整理を
行い，災害時に有効な協定の在り方を検討し
た．第三は，東日本大震災への支援にあたっ
た応援側の自治体職員のヒヤリング調査を
行い，支援側および受援側のいかなる態勢が
有効な自治体間支援に繋がるのかを検討し
た．第四は，関西広域連合での支援体制の違
いとその原因について調査を行なった． 
 
［平成 26 年度］ 
平成 26 年度は，25 年度に引き続き，国際比
較および国内分析を並行しつつ研究を進め
た．第一は，25 年度に実施したアメリカ FEMA
調査で得られた知見や分析結果について，シ
ンポジウム等を通じて広く一般にも公開し
た．第二は，ペアリング支援の元祖とも言わ
れる台湾の認養と呼ばれる自治体間の支援
システムについて，台湾でのフィールド調査
を実施した．第三は，ミクロ的な側面より，
ペアリング支援を行う自治体職員の意識を
明らかにするため，東日本大震災において被
災地に応援に向かった職員を対象とするア
ンケート調査を実施した．第四は，自治体間
の防災協定において，関西広域連合へのヒヤ
リングを実施し，カウンターパート方式を応
用する「広域型」協定が増加していることを
明らかにした． 
 
［平成 27 年度］ 
 平成 27 年度は，26 年度までの国際比較班お
よび国内分析班の結果を総合する作業にあ
たり，また一部不足する知見を補うための追
加調査を実施した．第一は，これまでの知見
を総合した研究成果を報告書の形でまとめ，



また同報告書は WEB 上に広く公開した．第二
は，国際比較の観点より行なったアメリカと
台湾のペアリング方式と，我が国のペアリン
グ方式の在り方の違いを規定する要因とし
て，中央政府レベルの意志決定メカニズムに
注目した分析を行なった．第三は，26 年度ま
での種々の調査結果から得られたペアリン
グ支援の現状と課題点に関し，南海トラフ地
震に対する関西広域連合に属する自治体が
いかに認識しているかを明らかにするため
のアンケート調査を実施した． 
 
４．研究成果 
 
（１）中央レベルでの防災専門知の重要性と
集積･活用のあり方について検討した． 
ＦＥＭＡは，アメリカにおける連邦，州，地
方政府間の相互調整や意思疎通の円滑化が
目的で置かれたものであって，緊急時におけ
る集権的な危機対応は例外的な役割である．
このような組織が必要なのは，アメリカの多
元的な政治構造故コーディネーション問題
が発生するからであり，アメリカ政治の特徴
と深く関係している．しかし，政府間のコー
ディネーション問題は日本でも発生するの
で，日本でも参考とはなる．ただし，頻度の
高いジョブローテーションなど専門性より
もジェネラリストを志向する日本行政の組
織慣行など，日本の政治行政の特徴との整合
性が必要であり，いわゆる「日本型ＦＥＭＡ」
の創設などの新組織立ち上げよりも，防災行
政に関する専門性の確保やコーディネーシ
ョン問題の解決などＦＥＭＡが果たしてい
る機能面に着目すべきである． 
他方，防災行政にあたって，意思決定を最終
的に担う「政治」と，行政の実務を担う「行
政」の接続が重要であり，接続役の位置づけ
を明確化する必要がある．次に，防災行政は
政治に直結する企画部局と実施を担う部局
に分かれるが，それぞれに必要な「専門性」
には違いがある．ジェネラリスト志向の日本
の人事システムの中でも，人事ローテーショ
ンに工夫を加えるなどして専門性を涵養す
るメカニズムが必要である．最後に，災害発
生時には組織を超えた調整と実施部局に近
い専門性を発揮する必要があるが，両者を速
やかに機能させる仕組みに日本の行政はな
っているとはいえない．実施に関する専門性
を備えた公務員をより高位で政治に近いポ
ストに配することができるような改革が必
要である． 
また，自治体間連携にはマッチング問題がつ
きものであるが，分析の結果，一つの自治体
が特定の被災地を集中的に支援する方がよ
り強いコミットメントをもたらし，支援の持
続性を引き出している．ただし，長期に及ぶ
支援の場合，ＮＧＯなど第 3セクター団体と
の日常的なネットワークの構築などによる
リダンダンシーの確保，費用負担問題の解決，
対象となる自治体間の信頼関係の構築，支援

の重複で発生する非効率性の解消について
検討しておく必要がある．長期にわたる集中
型の支援は過剰負担と被災地の依存を引き
起こしやすい．支援の時期や量を区切るなど
して，過度の負担と依存が生じないよう調整
する必要がある． 
以上の分析結果より，（１）防災行政に必要
とされる専門性は官僚組織外部の研究者等
を招聘するのみならず，官僚組織内でも必要
がある．その際に企画に関する専門知と実施
に関する専門知を別けて人事ローテーショ
ン等で工夫して蓄積すること，（２）緊急時
には，実施に関する専門知を有する官僚が，
最高意思決定をおこなう「政治」を直接補佐
できる高いポジションに配することが有効
であるとの結論が得られた． 
 
（２）ペアリング支援の在り方に関する知見
について述べる． 
 自治体間の災害時相互応援協定は有効に
機能しうるが，それは一対一の協定ではなく，
複数の自治体がおこなう広域協定であり，か
つ東日本大震災のような巨大災害に対して
は遠隔地間の方がよい．しかし，遠隔地の広
域協定となるとそれぞれの自治体では当該
自治体と協定を結ぶ必然性を考えにくいた
め，関西広域連合のようなコーディネーショ
ン組織が必要である．むやみに個別自治体間
で協定を結ぶのは望ましいとはいえない．こ
の分析結果より，日本の地理的環境を考える
と，大規模災害の際には近隣自治体も同時に
被害を受ける可能性が高いため，より距離の
離れた自治体間同士の広域連携協定の締結
が望まれるといえるだろう． 
また，台湾の事例研究から日本に対して示唆
されるのは次の点である．第 1に，自治体間
支援協定を中央政府がおこなうなどコーデ
ィネーション組織が明確である．中央政府に
よるペアリング指定は一つの有効な方法で
ある．第 2に，平時における対応が，危険の
除去・低減化と災害に備えた準備行動に峻別
されている．第 3に，自治体の行政長官であ
る首長が党派性を帯びざるを得ない点を考
慮すると，ＮＧＯなど政治から中立的に振る
舞いうる存在が重要で，今後の大規模災害に
備えて協力関係を構築しておくのが望まし
い． 
 他方で関西広域連合は，東日本大震災時の
支援に対し「カウンターパート方式」を採用
し，全く想定されていなかった事態であるに
もかかわらず発災時への対応に総体として
高く評価される対応ができた．ただし，府県
で構成される発災時初期始動チームの編成
にあたっては，そのあり方を府県に委ねず広
域連合として集権的に対応することが今後
は必要である． 
以上の分析結果より，緊急時の迅速な対応の
ためには，平時において自治体間広域連携を
主導する機関が必要である．防災に関する自
治体間連携を当該自治体のみに委ねるのは



適切ではなく，集権的な対応が望まれる．加
えて，一つの応援自治体が特定の被災地を集
中的に支援する方が，被災地に対し，より強
いコミットメントをもたらして支援の持続
性をもたらす．ただしこの場合も過度の負担
と依存が生じないような対処が必要であり，
関西広域連合がおこなったカウンターパー
ト方式の支援をより効果的におこなうには，
緊急時は広域連合自身が司令塔になるのが
望ましい．また，市町村の資源活用について
平時より府県と市町村間で調整しておく必
要があるとの結論が得られた． 
 
（３）相互応援協定における支援プログラム
の内実についても知見が得られた． 
関西広域連合が採用したようなカウンター
パート方式は，支援資源の集中を避け，支援
疲れを応援側に引き起こさないためには優
れた方法である．ただし，それを適切に機能
させるためには，被災地にとって必要な行政
資源の大半は市町村にあるため，都道府県と
市町村間の協調体制が必要である．ところが，
首長の党派性の違いなどで協調体制がいつ
も順調に形成できるわけではないので，非常
時には都道府県が市町村に対し優越した調
整権限を認めるなどの体制整備が必要であ
る． 
東日本大震災時に応援側自治体から派遣さ
れた行政職員は，必ずしも行政職員としての
スキルを発揮して支援業務にあたったわけ
ではなく，被災地支援のための準備もない場
合が多い．現地での業務態勢についても，指
揮命令系統が偏在するなどの問題が存在す
る．支援チームが多くの場合派遣元から数名
単位で形成されていることを考えれば，事前
の研究と業務内容の標準化，指揮命令系統の
事前確立など応援体制の整備が必要である．
以上の分析結果より，基礎自治体は，支援物
資などの資源が重複しないように，何をどこ
に配分するかについて都道府県とあらかじ
め調整し，支援体制を一本化する必要が有る
ことを示唆している．また，被災地現地での
業務態勢で混乱が生じないよう，全国レベル
での業務内容の標準化と，指揮命令系統の事
前確立など応援体制の準備が必要であると
も言えるだろう． 
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